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（単位：百万円） 

区   分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算） 
備考 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 船舶建造費補助金 

 補助金等収入 

 大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 

 自己収入 

  授業料、入学金及び検定料収入 

  附属病院収入 

  財産処分収入 

  雑収入 

 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

 引当金取崩 

長期借入金収入 

 貸付回収金 

 目的積立金取崩 

 前中期目標期間繰越積立金取崩 

 引当特定資産取崩 

 出資金 

 国際卓越研究大学研究等体制強化助成 

 大学運営基金取崩 

 

      計 

 

３，６３０ 

５５０ 

－ 

１，９３１ 

０ 

１，３５２ 

１，２０６ 

－ 

－ 

１４６ 

１，９１３ 

－ 

－ 

－ 

３８０ 

４０３ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

１０，１６１ 

 

３，９７４ 

５５０ 

－ 

２，５９４ 

１１ 

１，３４９ 

１，１５７ 

－ 

－ 

１９２ 

２，２３２ 

－ 

－ 

－ 

１７０ 

１２２ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

１１，００５ 

 

３４３ 

０ 

－ 

６６３ 

１１ 

△２ 

△４８ 

－ 

－ 

４６ 

３１９ 

－ 

－ 

－ 

△２１０ 

△２８０ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

８４３ 

 

（注１） 

 

 

（注２） 

（注３） 

 

（注４） 

 

 

（注５） 

（注６） 

 

 

 

（注７） 

（注８） 

支出 

 業務費 

  教育研究経費 

  診療経費 

 施設整備費 

 船舶建造費 

 補助金等 

 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

 貸付金 

 長期借入金償還金 

 大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 

 出資金 

国際卓越研究大学研究等体制強化助成事業費 

 

計 

 

５，７６６ 

５，７６６ 

－ 

５５０ 

－ 

１，９３１ 

１，９１３ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

１０，１６１ 

 

５，３７８ 

５，３７８ 

－ 

５６１ 

－ 

１，１５８ 

１，９７８ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

９，０７７ 

 

△３８８ 

△３８８ 

－ 

１１ 

－ 

△７７２ 

６５ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

△１，０８４ 

 

 

（注９） 

 

（注 10） 

 

（注 11） 

（注 12） 

収入－支出 ０ １，９２８ １，９２８  

 



 

○予算と決算の差異について 

(注１) 運営費交付金については，教育・研究基盤維持経費の追加交付による１５７百万円の増，年俸制導入促進費の

追加交付による２百万円の増，退職手当の追加交付による１０７百万円の増により，予算金額に比して決算

金額が３４３百万円多額となっています。 

 

(注２) 補助金等収入については，予算段階では予定していなかった国からの補助金の獲得等により，予算金額に比

して決算金額が６６３百万円多額となっています。 

また，補助金等収入には，授業料等減免費交付金が１３３百万円含まれており，本補助金は授業料等免除に使

用しております。 

 

(注３) 大学改革支援・学位授与機構施設費交付金収入については，予算段階では予定していなかった国からの補助

金の獲得等により，予算金額に比して決算金額が１１百万円多額となっています。 

 

(注４) 授業料，入学金及び検定料収入については，予定より学納金の納入者数が減少したため，予算金額に比して決

算金額が４８百万円少額となっています。 

 

(注５) 雑収入については，財産貸付料収入の増や寄宿料収入の増等により，予算金額に比して決算金額が４６百万

円多額となっています。 

 

(注６) 産学連携等研究収入及び寄附金収入等については，積極的に受託研究等の獲得に努めたことにより，予算金

額に比して決算金額が３１９百万円多額となっています。 

なお，前年度からの繰越額は３７７百万円です。 

 

(注７) 目的積立金取崩額については，当初からの計画変更により，予算金額に比して決算金額が２１０百万円少額

となっています。 

 

(注８) 前中期目標期間繰越積立金取崩については，事業の繰越等により，予算金額に比して決算金額が２８０百万

円少額となっています。 

 

(注９) 教育研究経費については，経費の節減に努めたこと，また，学内既定事業から関連補助金及び間接経費へ一部

執行を振り替えたことによる支出減等により，予算金額に比して決算金額が３８８百万円少額となっていま

す。 

 

(注 10) 施設整備費については，（注３）に示した理由により，予算金額に比して決算金額が１１百万円多額となって

います。 

 

(注 11) 補助金等については，事業の繰越等により，予算金額に比して決算金額が７７２百万円少額となっています。 

 

(注 12) 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については，（注６）に示した理由により，予算金額に比して決算金

額が６５百万円多額となっています。 

 

 


